【別記様式３】

令和８（2026）年　　月　　日　

参　加　資　格　確　認　書

栃木県知事　福田　富一　様


　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　名　　称
　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　

「令和８(2026)年度栃木県地域づくり担い手育成事業業務委託」に係る公募型プロポーザルの参加表明に当たり、実施要領の記載内容を承諾し、下記の応募資格について、全て確認しました。

記

１　競争入札参加資格等(平成８年栃木県告示第105号)に基づく栃木県の入札参加資格を有する、又は、契約締結時までに資格を取得する見込みの者であること。
２　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４（一般競争入札参加資格者の資格）に規定する者に該当しないこと。
３　参加表明書及び企画提案書の受付期間において、栃木県競争入札参加資格者指名停止等措置要領（平成22年３月12日付け会計第129号）に基づく指名停止期間中の者でないこと。
[bookmark: _Hlk160095474]４　民事再生法（平成11年法律第225号）の規定による再生手続開始の申し立て、会社再生法（平成14年法律第154号）による更正手続開始の申し立て、または破産法（平成16年法律第75号）の規定による破産手続開始の申し立てが行われている者でないこと。
５　栃木県暴力団排除条例（平成22年栃木県条例第30号）第２条第１号又は同第４条の規定に該当する者でないこと。
６　実施要領３に記載する審査会開催日までに納期が到来する国税及び都道府県税を滞納していない者であること。
７　役員に、次の①又は②のいずれかに該当する者がいないこと。
① 破産法（平成16 年法律第75 条）に基づき破産手続き開始の申立がなされた者及びその開始決定がされているものでないこと。
② 禁錮以上の刑に処され、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から２年を経過しない者。
８　参加表明書提出時点において、県内に事業所等の拠点を有していること。
９　地域づくり団体等の活動の現場でフィールドワークを行う事業のコーディネート実績があること。
